
埼玉県先進医療不育症検査費助成事業実施要綱 

（目的） 

第１条 先進医療に位置付けられた不育症検査を対象として、当該検査に要する費用の一部

を助成することにより、不育症患者の経済的負担の軽減を図る。 

 

（実施主体） 

第２条 事業の実施主体は埼玉県とする。 

 

（対象者） 

第３条 既往流死産回数が２回以上の者で、埼玉県内（地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２５２条の１９第１項に規定する指定都市及び同法第２５２条の２２第１項に規定

する中核市を除く。）に住民登録がある者。 

 

（助成対象となる検査及び助成額） 

第４条 助成対象となる検査は、厚生労働大臣の定める先進医療及び患者申出療養並びに施

設基準（平成２０年３月２７日厚生労働省告示第１２９号)において先進医療とされている

不育症検査とし、その実施機関として届け出た保険医療機関で実施されたものとする。た

だし、保険適用されている不育症に関する治療・検査を保険診療として実施している医療

機関で当該検査を実施した場合に限る。 

２ 前項の検査について、他の助成制度による助成を受けた費用については、助成対象とし

ない。 

３ 助成額は一回の検査につき、６万円と第１項の検査に要した費用の７割に相当する額（千

円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。）を比較して低い額とす

る。 

 

（助成の申請） 

第５条 助成金の申請は、埼玉県先進医療不育症検査費助成事業助成金支給申請書（様式第

１号）に次の書類を添付して行うものとする。 

ア 埼玉県先進医療不育症検査費助成検査受検証明書（様式第２号） 

イ 前条第１項に掲げる検査の費用に係る領収書等 

ウ 住民登録地を確認できる資料 

エ 助成金の振込を希望する銀行口座の通帳（写）等 

オ その他、申請書の審査に必要と認められる書類 

２ 前項の申請は、原則として検査が終了した日の属する年度内に速やかに行わなければな

らない。 



 

（助成金の支給） 

第６条 知事は、前条の申請があったときはその内容を審査し、助成金の交付の適否を決定

するものとする。 

２ 知事は、助成金の交付を決定したときは、埼玉県先進医療不育症検査費助成事業助成金

支給決定通知書（様式第３号）により申請者に通知し、助成金を支給するものとする。 

３ 知事は、助成金の不交付を決定したときは、その理由を付した埼玉県先進医療不育症検

査費助成事業助成金支給不承認通知書（様式第４号）により申請者に通知するものとする。 

 

（助成金の返還） 

第７条 知事は、虚偽の申請その他不正な手段により助成金の支給を受けた者に対し、その

全部又は一部を返還させることができる。 

 

（台帳） 

第８条 知事は、埼玉県先進医療不育症検査費助成事業台帳（様式第５号）により、助成金

の支給状況を把握することとする。 

 

（実績・成果の把握） 

第９条 知事は、助成を受けようとする者に対し、埼玉県不育症検査費用助成検査受検証明

書により検査結果を国が収集し、当該検査の保険適用に向けた検討等に活用する可能性が

あることを予め説明するものとする。 

 

（その他） 

第 10 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別途知事が定めるものとする。 

 

 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和５年３月１日から適用する。 


